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１. はじめに
１．１ 建設業界をとりまく現状と課題

施工の労働生産性向上や品質管理の高度化等を図ることが喫緊の課題

建設業における休日の状況

良質な社会資本の品質確保等が困難

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出
（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

出典：国土交通省「適正な工期設定等による働き方改革の
推進に関する調査」（令和4年6月15日公表）

建設業就業者の担い手不足、技能労働者不足、
担い手の高齢化の進行、今後の大量離職
災害対応、維持管理、入札契約手続き、合意形成等の業務量増大

他産業では当たり前となっている週休２日もとれていない。

建設業就業者の高齢化の進行
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１. はじめに
１．２ 生産性向上に関する国土交通省の取組

【建設現場（施工、データ連携、施工管理）のオートメーション化】

建設現場の更なる生産性向上を目指してi-Construction2.0の取組
を推進
BIM/CIM原則適用（2023年度より）

出典：国土交通省「i-Construction 2.0 ～建設現場のオートメーション化に向けて～」

出典：国土交通省「i-Construction 2.0 の更なる展開」

ICT土工の作業時間縮減効果

縮減率件数
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１. はじめに
１．２ 生産性向上に関する国土交通省の取組

出典：国土交通省「i-Constructionの推進」

新３Ｋ⇒賃金水準向上【給与】、働き方改革【休暇】、生産性向上【希望】

建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指し、2016年
度よりi-Constructionに関する各種取組を推進
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１. はじめに
１．３ 中小建設業の役割とデジタル化の現状

建設業を取り巻く環境の変化
i-Construction2.0のオートメーション化、BIM/CIM原則適用によっ
て更に建設現場のデジタル化が促進
働き方改革、新3K（給与・希望・休暇）の実現

中小建設業の役割
地域のインフラ整備、メンテナンス等の担い手
災害時の地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手
地域経済・雇用の支え

中小建設業のデジタル化の現状
デジタル技術の習得が困難
初期費用や人材の確保が困難
積算基準等が小規模工事に未対応
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２. 中小建設業のデジタル技術導入における現状
２．１ 直轄工事におけるICT施工の普及状況

直轄工事における等級別ICT施工経験割合
出典：国土交通省「ICT施工の普及拡大に向けた取組」

2016年度から2022年度の我が国の一般土木工事の等級別ICT施工経験割合では、Aラン
クの大手建設業96.8%、Bランクの準大手建設業92.2%であり、90%以上の企業がICT施工
を実施
直轄工事を受注しているCランクの中小建設業では63.3%、更にDランクでは14.3%であ
り、ICT施工が相対的に未普及

受注できる工事の規模等級区分

7億2,000万円以上A

3億円以上7億2,000万円未満B

6,000万円以上3億円未満C

6,000万円未満D

直轄一般土木工事における等級と工事規模

※等級区分C、Dランクが中小建設業に該当
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２. 中小建設業のデジタル技術導入における現状
２．２ 中小建設業のデジタル化の先駆的な取組

「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」の中小建設業の取組事例
出典：国土交通省「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト,令和3年度試行内容（概要の紹介）」

「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」で平成30年度か
ら令和4年度まで試行された直轄工事における中小建設業の取組は11件
対象工種別では、土工1件、河川維持1件、道路維持3件、道路改良3件、道路修繕が1件、橋梁下部2件であり、
道路維持管理に関する試行が7件で地元密着型工事が多数
中小建設業で導入可能な安価で入手しやすい機材によりICT化が推進できる技術開発
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２. 中小建設業のデジタル技術導入における現状
２．２ 中小建設業のデジタル化の先駆的な取組

インフラDX対象の令和元年度から令和4年度の中小建設業の受賞技術は、工事・業務部門で3件（土工、法面掘
削及び法面整形工、地盤改良工）、i-Construction推進コンソーシアム会員の取組部門で2件（三次元測量や点群
に関する技術）
中小建設業で導入可能な小型のICT建機を用いた小規模土工や法面工等

インフラDX大賞受賞技術における中小建設業の取組事例（小規模ICT土工）
出典：国土交通省「令和4年度インフラDX大賞、別紙2-1 受賞取組概要（工事／業務部門）」
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３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．１ デジタル技術導入に関するアンケート調査

・活用したい既存技術とその内容
・開発したい技術とその内容 等

a)技術面

・既存技術活用の初期費用等の課題
・デジタル技術の開発費用の状況と課題
・補助金制度等の適用に関する意見 等

b)費用面

・現在の人員で対応する場合の課題
・デジタル技術を扱える人材等の採用状況、新規入職者を採用する上での課題
・デジタル技術活用に関する講習会や研修会への参加希望 等

c)人材面

・既存技術の活用におけるニーズ・シーズマッチング等に関する希望、意見
・デジタル技術を活用する際の技術基準や積算基準等に関する希望、意見
・デジタル技術を活用した監督・検査に関する希望、意見 等

d)制度面

・デジタル技術活用に関する希望
・その他自由意見 等

e)その他

中小建設業における建設現場でのデジタル技術活用状況や活用を促進するための課題を
抽出するためにアンケート調査（2023年12月～2024年1月）を実施

【着眼点】a)技術面、b)費用面、c)人材面、d)制度面

（１）アンケートにおける着眼点
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３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．１ デジタル技術導入に関するアンケート調査

先駆的な取組をしている企業と従来技術を主体としている企業から意見を聴
取することを目的に①～③より調査対象者を選定
①で9社、②で7社、③で44社の合計60社より回答を回収

① 国土交通省「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の
導入・活用に関するプロジェクト」の試行者のうち社員数200名程度以下
の中小建設業

② インターネット検索より抽出したデジタル技術を導入している先駆的な
取組と行っている中小建設業

③ 都道府県の建設業協会に所属する中小建設業

（２）アンケート対象者
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３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．１ デジタル技術導入に関するアンケート調査

デジタル技術導入状況では、53.3%が導入済み、25.0%が部分的に導入済みで78.3%が導入
導入検討中は11.7%で、導入に積極的な中小建設業は90%
導入困難、該当なしが10%で、導入に消極的

（３）アンケート調査結果

現在活用しているデジタル技術では、電子小黒板は60社中53社の中小建設業が導入
ASP、ICT施工、遠隔臨場は、半数以上の中小建設業が導入済みで相対的に高導入率

（複数回答あり）

導入済み

53.3%部分的に導入済み

25.0%
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11.7%

導入困難

6.7%
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3.3%
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講習会

23.5%

技術展示会

16.8%

ﾆｰｽﾞ・ｼｰｽﾞﾏｯﾁﾝｸﾞ, 2.0%

技術事例集

8.1%

NETIS, 0.7%

同業他社の紹介

12.8%

取引先の紹介

11.4%

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ調査

14.1%

業界紙, 0.7%

発注者指定, 4.0%

発注者推奨, 0.7% その他, 5.4%

３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．１ デジタル技術導入に関するアンケート調査

デジタル技術導入のきっかけは、講習会や展示会が多数
技術事例集、NETISの活用は少ない状況

（３）アンケート調査結果

初期費用の確保状況は、問題なく確保が40.0%、困難であったが確保が21.7%、補助金等活用で確保が5.0%であり、
66.7%の企業が確保、一方で、21.7%の企業が確保が困難

（複数回答あり）
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40.0%

困難であったが確保

21.7%
補助金等活用で確保

5.0%

費用負担増

10.0%

リース活用

1.7%

確保が困難

21.7%

初期費用の確保状況デジタル技術導入のきっかけ -15-



３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．１ デジタル技術導入に関するアンケート調査
（３）アンケート調査結果

（複数回答あり）

補助金制度については、活用済みの企業が23.3%、活用を希望している企業が半数以上の55%で多数
補助金制度を十分に活用できていない企業が21.7%

人材の確保状況では、従来技術者で対応している企業が47.8%で多数
デジタル人材不足が11.9%、人材確保が困難19.4%で30%以上の中小建設業で人材不足

活用済み

23.3%

活用希望

55.0%

未活用・適用外

6.7%

ﾘｰｽ活用, 

1.7%

補助金では不足

5.0%
該当無し

8.3%

補助金制度の活用状況 人材の確保状況-16-



３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．２ ヒアリング調査
（１）ヒアリング対象者

アンケート調査結果について、更に詳細な内容を把握するためにヒアリング調査を実施
デジタル技術について先駆的な取組を行っている中小建設業10社とデジタル技術の導入
が進んでいない中小建設業2社を対象に対面でのヒアリングを実施
ヒアリングの対象は以下①～⑤の要件を踏まえることとし12社選出

① i-Construction大賞、インフラDX大賞を受賞した企業
② i-Constructionの取組に参画し、ICTアドバイザーを務めている企業
③ 国交省PRISMプロジェクトに主体的に参画した企業
④ デジタル技術を取り入れている先駆的な企業
⑤ デジタル化に着手しているが、課題を有している企業
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３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．２ ヒアリング調査
（２）ヒアリング調査結果

会社のニーズに合致したデジタル技術の検索の支援となる勉強会や技術集があれば使いたい
単なる技術集ではなく、失敗事例も共有して欲しい
最新技術の情報提供やデモ機による実践講義も必要
三次元設計データを作成できるソフトの開発やその標準化について、国が先導して実施すべき
発注者ごとにASPや遠隔臨場のソフトが異なるので、国が仕切って揃えるべき
今から取り組む企業に向けてはICT施工のアドバイザー制度の整備や拡大、あるいはICT施工に関す
る一元化した民間企業向け相談窓口の設置が有効

【技術面の意見】

新技術の活用を前提とするフィールドを用意することで、活用が進むのではないか
新たな基準類についての説明の場が欲しい
ニーズ・シーズマッチングの取り組みは随時対応とし、募集は馴染みのあるHPにして欲しい
遠隔臨場にもっと対応して欲しい
無償で点群データが使えるといろいろなことができるので、行政で整備し解放して欲しい
NETISは使えないものも混ざっているので、過去の活用における実証情報を出していくべき
NETIS検索が使いにくい
受注していない工事のBIM/CIMのデータを公表してはどうか
見積もり対応で新技術を活用した場合に受注者から提出される見積もりを公表すべき

（新技術の活用促進）

※●要望 □指摘

（新技術の検索）
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３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．２ ヒアリング調査
（２）ヒアリング調査結果

補助金制度を理解していないので教えて欲しい、申請方法を教えて欲しい
探すのが大変なので案内があれば使いたい
補助金だけでは資金不足
財政支援制度集の整備や県建設業協会等の仕切りでのメーカー等を呼んでの技術動向とセットでの
勉強会が有意義

【費用面の意見】

補正係数の見直し等がある場合は、全国平均等ではなく工事内容・規模、現場条件に応じて補正率
の設定ならびに見積採用の継続をお願いしたい
ICTに関係する機械等がリースでも高額な傾向にあり、入札の基準価格を上げないと取組みが困難

（調達制度・積算制度）

※●要望 □指摘

（財政支援）

出典：国土交通省関東地方整備局「i-Construction（ICT施工、新技術活用）の取組について」
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３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．２ ヒアリング調査
（２）ヒアリング調査結果

デジタル技術の使い方初級向け講習会、上級向け講習会を引き続き開催して欲しい
参加しやすい時期に講習会を開催して欲しい
実機を用いた実フィールドにおける講習会を開催して欲しい
単なる技術集ではなく、失敗事例も共有して欲しい
最新技術の情報提供やデモ機による実践講義も必要

【制度面の意見】

デジタルバックオフィスの職員を評価するためのICT施工に関する資格制度が必要
外国人材の資格取得支援を考える必要がある
県建設業協会等を通したデジタルバックオフィス機能の共有化が必要

（デジタルバックオフィスの構築）

※●要望 □指摘

中小建設業が担っている維持管理や除雪といった分野の財政的支援をお願いしたい
出勤があるか分からないのが技術者の負担となっており、降雪時の除雪の体制等の判定技術が必要
映像の変化や人、機械の間の距離を数値化し、AIで各種判定をするといった、本来映像が持ってい
る深みの解析が出来ないか
大手とは異なり開発に対する財政余力が少ないことを踏まえ、経費の実費をみる支援制度が必要
技術開発する会社で連携のネットワークを構築し、技術開発に必要なデータを共有し取組のロット
を大きくすることで、IT技術の早い進展についていかないといけない
如何に既存技術を組み合わせて新たなことができるかを試すべき

（技術開発）

（講習会）
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３. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
３．２ ヒアリング調査
（２）ヒアリング調査結果

専門性が高いものは外部委託をしている
JICAなどのインターン制度を利用し高度外国人材の活用により、デジタル人材を確保している
DXに特化した部署や関連会社の設立
事務系人材を活用

【人材面の意見】

最低限のデジタル技術導入は義務化していくべき
都道府県や市町村でもICT経費を計上してもらわないと中小建設業にICTは普及しない

【その他の意見】

※●要望 □指摘

（人材確保）

外国人材活用支援の例
出展：富山市「とやま外国人材活用支援連携契約締結企業の募集」
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発表内容

1. はじめに
2. 中小建設業のデジタル技術導入における現状
3. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
4. 中小建設業のデジタル技術導入・活用促進に向けた方策の提案
5. おわりに
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（１）新技術の検索

４. 中小建設業のデジタル技術導入・活用促進に向けた方策の提案
４．１ 技術面の方策

ニーズに合致したデジタル技術を検索するための技術のデータベースの整備や勉強会の実施
一部地方整備局で運営されているICTアドバイザー制度などの全国展開による相談窓口の整備
先駆的なデジタル技術活用企業の担当者間の情報交換・交流ネットワークの拡大の支援

（２）新技術の活用促進

ICTアドバイザーの活用段階例
出展：国土交通省関東地方整備局「ICTアドバイザー制度」
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デジタル技術の活用を前提とする発注や、それに必要な基準類整備とセットでの説明会、ニーズ・シーズマッチングを含む活用フィー
ルドの充実
基盤となるデジタルデータや過去のデジタル技術活用における現場実証や費用情報のオープン化
使いやすく検索しやすい技術検索システムの検討
三次元設計データの作成やASPや遠隔臨場等の基幹的なソフトの標準化と発注者を跨いだ地域単位での統一
データ共有プラットフォームの設置



中小建設業がデジタル技術を導入するための技術集
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（１）財政支援

４. 中小建設業のデジタル技術導入・活用促進に向けた方策の提案
４．２ 費用面の方策

デジタル技術の導入にかかる財政支援制度情報のデータベースの整備
財政支援制度の分かりやすい広報
デジタル化に係る費用の実態把握と補助金規模の見直し

（２）調達制度や積算
工事規模、現場条件に応じた積算基準の設定
デジタル化に係る費用の実態把握と入札基準価格の見直し

中小建設業に適用可能な有用な制度
出展：国土交通省関東地方整備局「補助金・税制・融資等支援」
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（１）講習会

４. 中小建設業のデジタル技術導入・活用促進に向けた方策の提案
４．３ 制度面の方策

講習会の継続と開催時期の見直し
体験型講習会を取り入れるなどの内容の見直し
ニーズに合致したデジタル技術を検索するための技術集や勉強会の整備

（２）調達制度や積算
発注図面の三次元化の標準化
総合評価方式等の入口/出口評価（加点）におけるデジタル技術活用に対する評価について、単なる活用から工期短縮といっ
た生産性向上への切り替え
小規模な土工等における積算等のあり方の見直し
基準類等の整備に際しての業者説明会の開催
建設関連技術者情報のデジタルプラットフォームの形成
デジタル技術活用を前提に、分任官特例制度を活用した柔軟な発注ロットの設定

（３）デジタルバックオフィスの構築
デジタルバックオフィス整備に関する好事例の収集・整理と情報展開
デジタルバックオフィス整備を支援する企業に対する各種税制優遇制度の創設
デジタルバックオフィスの職員の育成を主眼に置いた研修制度や資格制度の整備

（４）技術開発
中小建設業が担う維持管理、除雪分野の重点化
中小建設業の財政力を踏まえた経費の実費を見る財政支援制度の創設
技術開発に取り組む中小建設業同士の情報交換・交流ネットワークの形成の支援
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（１）人材確保

４. 中小建設業のデジタル技術導入・活用促進に向けた方策の提案
４．４ 人材面の方策

人材確保のための財政支援制度の創設
中小建設業の人材供給を可能にする人材ネットワーク（協会等）の構築
ICT施工の国庫補助事業への適用拡大

地域の中小企業を対象としたデジタル人材バンクの例
出展：福島市「福島市デジタル人材バンク」
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発表内容

1. はじめに
2. 中小建設業のデジタル技術導入における現状
3. 中小建設業のデジタル技術導入における課題
4. 中小建設業のデジタル技術導入・活用促進に向けた方策の提案
5. おわりに
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５. おわりに

中小建設業就労者の若者離れや担い手不足が深刻化する中で、
デジタル技術導入は労働条件の改善による新3Kの実現など建設
業の魅力向上につながり、他分野の人材が興味を持ち入職する
きっかけになる。
円滑なデジタル技術の導入促進に向けては、行政による取り組
みだけでなく、中小建設業の個社が自主的に相互に支援し合う
自律的な体制整備が肝要であり、専門業団体単位等での構築を
図っていく必要がある。
デジタルバックオフィスの整備等では、土木系職員が担当する
ことが望ましいが、土木に関する専門課程が存在しないなどに
より採用等の難しい地域においては高齢者や女性、外国人材と
なることを念頭に置いた制度設計を行っていく必要がある。
建設業界の課題解決に向け、引き続き、中小建設業のデジタル
化について方策を検討し提言していく所存である。
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ご清聴ありがとうございました


